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辻村みよ子
はじめに一一選挙をめぐる基礎理論と制度輸の課題一一
1 r棄権輸争Jと「瀧欝権論争Jの展開
選挙は民主主義の根幹であり，選挙制度の決定は諸国の重要な政治課題であ
り続けてきた。日本悶憲法下でも投票価値の平等など種々の選挙問題が提起さ
れてきたが，憲法学界で選挙権論に関する論争が始まるのは， 1970年代後半
のことにすぎない。
選挙権の本質(法的性格)司をめぐる「選挙権論争」は，国民主権の憲法学的
意味が問われた 170年代主権論争JWに続いて始まった。この主権論争によっ
て，国民主権の主体は全国民(ナシオン)か，人民(選挙権者，プープル)か，
主権とは建前(正統性の契機)か，実力(権力的契機)か，などの問題が議論
され， 日本の主権論が本来の民主主義論の土俵にあがった後に， 180年代選挙
(1) 日本の憲法学界における 170年代主権論争」は， 日本国憲法制定による天皇主
権から国民主権への変更の背後にどのような法理論があったかを問題にした「国体
論争J(八月革命説の通説化)に続いて展開された。その意義につき，辻村みよ子
「フランス憲法と現代立憲主義の挑戦』有信堂 (2011年)163頁以下，同「国民主
権」辻村みよ子・長谷部恭男編「憲法理論の再創造」日本評論社 (2011年)109頁
以下，同「憲法(第4版)J日本評論社 (2012年)46頁以下参照。
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権論争」と称される議論がおこった(九
主権論自体は，芦部説の「折衷説」が通説化されたことによってその本質的
視点を失いへ憲法訴訟論の台頭によって影を薄めたが，主権論から派生した
選挙権論争は，実は，日本の民主主義論の展開にとって重要な論争であった。
なぜなら，大日本帝国憲法の天早主権下では「天皇のための公務jであった
選挙権の法的性格が日本国憲法の国民主権下でどのような性格に変わったのか，
憲法 15条 l項で初めて「権利」と明示された選挙権の本質は何か，を問題に
する基本的な問いだったからである。国民主権下の背占通・平等・自由選挙のも
とで，主権者の意思を正確に反映させるため，民主主義の根幹に関わる理論的
再検討が必要であった。にもかかわらず，憲法学界では，戦前からのこ元説が
(天皇主権下の公務説・二元説との差異を明確にしないまま)国民主権のもと
でも通説的地位を占め続けた。また， 170年代主権論争」後もフランスの主権
論に基礎をおいた議論に対する理解が深まらず， 1選挙権は基本的人権か」と
(2 ) 選挙権論争の展開につき，辻村「フランス革命期の選挙権論 主権論との交錯」
一橋論叢78巻6号 0977年)696頁以下，同「選挙権の本質と選挙原則J一橋論
叢86巻2号 0981年)210頁以下，同「選挙権論の現況と学説の展開」憲法理論
併究会編『参政権の研究』有斐閣(1987年)6頁以下，同「選挙権の『権利性」と
『公務性J]J法律時報69巻7号(1987年)71頁以下〔以上，辻村 n権利」として
の選挙権一一選挙権の本質と日本の選挙問題』現代法遺書21，動車書房(1989年)
所収)，同「選挙権論の『原点』と「争点』・再論一一野中教授の批判に応えて」法
律時報62巻 1号 0990年)82頁以下，杉原泰雄「参政権論についての覚書」法
律時報52巻3号 0982年)71賞以下など参照。
( 3 ) 辻村「主権論J(特集「つまずきのもとく憲法)J)法学教室267号 (2010年6月
号)6頁以下参!照。寸:権は本来多義的であり，国家権力白体(権力的契機)と国家
の最高・独立性の正当化(正当化の契機)の意義を内包する。これらがどのように
相互に関連し，各担い手をいかに構想するかになどについてフランスの主権論を土
俵とした論争が， 1970年の日本公法学会以降，杉原・機口両教授の聞で進展した。
しかし，いずれもフランスの議論に立脚しつつ，異なる見解が表明され続けたこと
に対して芦部教授が疑問を提起したことから，芦部説が「折衷説」という形でまと
められた。このことが，主権の多様性にかかる本質論的理解にとっては，むしろ誤
解や無理解につながったと考えられる。
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いう人権論の土俵にひきこまれた回り道もあってへ最終的には十分に浸透し
ないままに今日に至った観がある。
2 小島論文による選挙権権利説の再検討
ところが 2000年代になると，在外国民選挙権訴訟最高裁違憲判決 (2005
〈平成 17)年 9月 14日，民集 59巻7号 2087頁)や投票価値平等訴訟最高裁
判決 (2011<平成 23)年 3月初日，民集 65巻 2号 755頁)等の展開の中で
民主主義実現における選挙権の意義が次第に重視され，判例の違憲審査基準も
厳しく解されるようになった(5)。とくに 2009年8月と 2012年 12月の総選挙
における 2度の政権交代を経て，選挙権や選挙制度の再検討が憲法学の重要な
課題となった。そして 20日年春，雑誌『論究ジュリスト』の特集で選挙権権
利説の再検討が行われ，小島慎司准教授の「選挙権権利説の意義一一プープル
主権論の迫力J6lが登場した。
この論文は，日本のみならずフランス憲法学における選挙権権利説の意義を
主権論の展開のなかで再確認し，憲法理論的課題に迫ろうとしたものである。
同時に， 1970年代後半から問題提起し， i人民(プープル)主権」ないし「市
民主権」の立場から選挙権権利説を論じてきた筆者の大学院生時代からの研究
成果(7)に対しても，一定の再評価を行うものであった。
実際，日本だけでなくフランスでも，主権論・代表選論をふまえた選挙権本
質論の意義は衰えていない。それどころか，昨今の投票価値平等の推進，フラ
(4) 奥平康弘「選挙権は「基本的人権」か(1)(2)J法学セミナー 340号・ 341号
(1983年)に端を発し，長谷川正安・浦田一郎教授の反論(同 343号・ 348号)等
によって一時的に「論争」と称されたが，これは人権や主権に関する論者の用法を
精査せずアメリカ流の人権論にたった批判が奥平教授によって展開されたもので，
本来の選挙権論争には混乱の種になったと言える。辻村前掲書(前注(2) 2-3頁，
38-50頁参照。
(5 ) 辻村前掲書(前注(1))r憲法(第4版)J333頁以下参照。
(6 ) 小島慎司「選挙権権利説の意義一一プープル主権論の迫力」ジュリスト増刊「論
究ジュリストJ2013年春号 (2013年)49頁以下参照。
(7) 辻村「フランスにおける選挙権論の展開(1)-(3)完」法律時報78巻 4-6号
(1980年)，辻村前掲香(前桟(2)， 1989年)参照。
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ンス憲法院の違憲判決等によって，一層重要な意義を持ち始めている (8)。この
意味で，小島論文に示された問題点を，現代のフランス憲法学の主権論・代表
制論・選挙権論の展開に即して詳細に検討することが新たな重要課題となった。
さらにフランスでは，近年，選挙問題を総合的に研究した若手研究者の学位
論文が学術賞を受賞して刊行されたへそこではフランス大革命期以降の選挙
権理論と制度論的検討が詳細に行われているため，これを岨鴫して日本にも通
用する諸課題を示すことが求められる。加えて， 1999年の憲法改正以降，公
職・選挙職における男女平等を促進するためのパリテ(男女同数)の法理が展
開を見せ，世界 100カ国近くで導入されるに至っているクオータ制(割当制)
等との対比のなかでその理論的特徴と意義を明らかにすることも，近年の課題
となっている。
これらの諸課題は，主権論・代表制論・選挙権論・女性参政権論から「ジェ
ンダ一平等J(男女共同参画)実現手段としてのポジティヴ・アクション，パ
リテ，クオータ制論へと研究領域を拡大させてきた筆者自身のライフワークで
もある。そこで，これらの広大なテーマを，主権論，選挙権の法的性格論，投
票価値平等論，選挙制度論との関係で，別著で総合的に検討することを予定し
ている。
本稿では，この検討に先駆けて，主権論・選挙権研究，投票価値平等研究の
分野で大きな学問的刺激を与えて頂き， 2003年からの内閣府男女共同参画局
「ポジティヴ・アクション研究会J等でクオータ制研究の足がかりを作って頂
いた高橋教授の学恩に報いるため，日本の投票価値平等問題を中心に，憲法理
論的課題をまとめて提示しておくことにしたい。さらに以下では，高橋教授の
(8 ) 赤坂幸一「人口比例と有権者比例の間」前掲「論究ジュリストJ(2013年春号)
42頁以下，只野雅人「国民議会選挙における投票価値の平等Jフランス憲法判例
研究会編(編集代表辻村みよ子)~フランスの憲法判例 IIJ 信山社 (2013 年) 181 
頁以下参照。
(9) Bruno Daugeron， La notion d'election en droit constitutionnel， Contribution a 
une theorie juridique de 1沼lectiona ραrtir du droit public francais， 2011， Dalloz. 
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優れた門弟の手になる上記小島論文の意義を確認しつつ現時点で若干のコメン
トを加えておくため，フランスと日本における主権論・選挙権権利説の研究成
果と課題を敷街することから始めよう。
一フランスにおける選挙権論の展開と課題
1 フランス革命期の瀧挙権輪・選挙制度輸
1789年8月26日に採択されたフランス人権宣言 (1人および市民の権利宣
言J)では. 1あらゆる権力の源泉は国民に存する。主権者は，みずからもしく
は代表者を通じて主権の行使するJ(第3条)と定めて国民(ナシオン)主権
を宣言し，代表民主制を許容しつつ，第6条ですべての市民の立法参与権を明
記した。この規定は. 1法律は一般意思の表明である。すべて市民は，……そ
の形成に参与する権利をもっ」と定めることですべての市民の選挙権の承認，
すなわち，普通選挙権の正当化にもつながる内容を持っていた。しかし. J. J. 
ルソーやミラボーの思想が反映されたこの規定について，穏健派の主流であっ
たパルナーヴらは:1選挙権は権利ではなく公務 (fonction-publique)Jに過
ぎなL、」と解釈した。そして1789年8月30日からの審議を経て同年 12月22
日に成立した選挙法令では，厳格な制限選挙制が確立された。その背最には，
能動的市民のみが公務に参加できるというシイエスの「納税者株主論」があっ
た(へこれに対して，同年 10月に普通選挙制導入ぞ主張したロベスピエール
は，選挙権を主権者人民を構成する市民の権利として理論化した〔九
こうして，フランス革命期に.1プープル (peuple)主権論一選挙権権利説一
普通選挙制Jの体系と， 1ナシオン (nation)主権論一選挙権公務税一制限選
(10) 当時の議論につき，辻村前掲書(前注(2))68頁以下，杉原泰雄「国民主権の
研究」岩波書庖(1971年)220頁以下.243頁三輪陵 11789年の機利震震におけ
る政治的権利(2)J早稲田法学会誌27巻260頁以下参照。
(11) ロベスピエールの憲法論につき，辻村「フランス革命の憲法原理」日本評論社
(1989年)256頁以下，とくに.1789年10月2日の演説に示された普通選挙権の
要求は264頁，Ouevres de Maximilien Robespierre， Paris， 1950， t.VI， p.130. 
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挙制」の体系という「二つの理論体系」が成立した[ω。この過程では，選挙
権の性格が権利ではなく公務であると解することによって，普通選挙制導入の
要請を拒絶し，主権者国民を能動市民(有産階層の男性)と受動市民(無産階
層の男性・僕縛，女性，未成年者)に区分することによって，後者を実際上主
権者から排除する理論構成が採用された。
このような起源を持つ選挙権権利説の意義として，上記の小島論文が「立法
裁量を統制する」という契機を指摘したことは的を射ており，その認識自体は
重要なものである。ただし， 日本の「選挙権論争」当時，筆者の問題提起の根
底には，フランスの選挙権権利説の本来的意義(普通選挙制の正当化)に閲す
る歴史的な検証結果があった。そこでは， 日本でも同様に，大日本帝国憲法下
の天皇主権・制限選挙制の系譜と， 日本国憲法下の国民主権・〔男女〕普通選
挙制の系譜との対比のなかで選挙権論の本質論的意義を明らかにすることを目
指したのであり，解釈論上の¥¥[法裁量の統制」を目的として論争を試みたわ
けではなL、。奥平説が批判するように，権利説でなくても「二元説や公務説で
も立法裁量の統制を主張し得るJという解釈論上の帰結だけが問題だったので
はないため， この批判の合理性は一面的なものにとどまらざるをえない叩。
仮に公務説のもとで政策上普通選挙制が認められたとしても，権利説は制限選
挙制とは相いれないものであるという理論的連関こそが重要であった。
このことは，第三共和制期以降のフランス憲法学で明確にされることになる
ため，次項で概観しよう。
(12) 辻村前掲論文(前注(2 ) Iフランス革命期の選挙権論J[前掲 n権利」として
の選挙権，]66頁以下所収〕参照。
(13) 小島説は. (公務だからこそ立法裁量が統制されることもありうるという)奥平
説の批判を正当と評価するが，ここでは権利説・公務説が成立した当時の歴史的・
本来的な意義を問題としており，現代の日本の解釈論上の議論をしているわけでは
ないことを付言しておこう。小島前掲論文50頁，法9参照。この点では，権利説
の意義を立法裁量の統制に求めた小島説の視点はそれ白体正当であるとしても，そ
れは日本の解釈論的意義に引きつけて論じたものであり，辻村が当初明らかにした
フランスの権利説の歴史的・実証的意義とは次元が異なることを指摘しておかなけ
ればならない。
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2 第三共和制期フランス公法学説における選挙権輸の確立
19世紀末以降に活躍した第三共和制期の公法学の巨匠たち，とくにエスマ
ン，デュギー，カレ・ドゥ・マルベール，オーリウらは，大革命期以降の憲法
原理を競うように理論化した。とくにエスマンは，ナシオン主権として確立さ
れた主権概念が 19世紀の政治過程(普通選挙制・比例代表制等の導入，命令
的委任の緩和など)安通じてプープル主権の方向に展開を見せ，大革命期の
「純粋代表制 (democratierepresentative-pur) Jとは異なる「半代表制
(democratie semi-resentative) Jが出現したことを明らかにした。同時に彼
は，大革命期以降，ナシオン主権・国民代表制論の系譜のもとで定着したこと
を示して，フランスにおける「選挙権権利説」の排斥=選挙権公務説の確立と
いう検討結果を明らかにした(ヘ
他方，カレ・ドゥ・マルベールは，ナシオン主権とプープル主権のニつの主
権論を峻別するに際して，両者がそれぞれ選挙権公務説 (t凶oriede 
lもlectrat-fonction) と選挙権権利説 Ctheoriede l'electrat-droit)と理論的
に結合することを明噺な論理によって示した。自らは，ルソーの理論に起源を
もっ選挙権権利説を排斥して選挙権公務説を基本的に採用したうえで，選挙民
の権利行使の局面から，段階的に Csuccessivemen t)全体のために行う公務
行使の局面に変わるという「二段階説」を提唱したことが特徴的である〔ヘ
小鳥論文は，正当にも，選挙権権利説の意義を国家論や主権論との関係のな
かに見出し，杉原説が依拠するプープル主権・ナシオン主権の峻別論がカレ・
ドゥ・マルベールの「一般国家学」によるものであることを見抜いたうえで，
ルソーの「分有主権論Jをめぐる議論を組上にのせる。実際，杉原説の「人民
(プープル)主権」論がカレ・ドゥ・マルベールを通したルソ一理解を経て日
(14) A. Esmein， Elements de droit constitutionnel， 1896， p. 188 et s. 
(15) R. Carre de Malberg， Contribution a ωtheorie generale de l 'Etat， t. I!， 1922， p. 
426 et s. 
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本の憲法解釈論に到達したのであり，カレ・ドゥ・マルベールの峻別論の重要
性は計り知れなL、。その意味では，小島論文が危慎するような「ルソーを敢え
て敵方のナシオン主権に送る」意図などはなく，今後も日本の「人民(プープ
ル)主権」論と選挙権権利説がルソーに依拠するこみで「現在なお迫力ある議
論を構成しうる」ものと考えている。
ただし，ルソーの「分有主権論」については，フランス憲法学説の多くが
「主権は分割されなL、」という原則に反する点で矛盾があると批判してきたの
に対して，私見や杉原説は，これらの批判論の誤解に反論してきた立場である
ことを再確認しておかなければならない(Jヘさらに，小島氏が高橋教授にな
らって研究対象とした第三共和制期の公法学説では，ニ元説を理論化したデュ
ギーや，小島氏がとくに論究したオーリウ C17lを含めて，大革命期の主権論・
選挙権論をナシオン主権・選挙公務説の系譜で理解したうえで，これを二元説
的に修正する立場を前提としており，選挙権権利説の検討は十分ではなかった
ことも忘れてはならなL、。これは当時のドイツ国法学の影響を考慮すれば十分
に理解できる対応であったCl8)。
3 第四・第五共和制期の展開と課題
第四共和制期以降になると，憲法学の政治学的傾向が強まるにしたがって，
(16) 辻村前掲 n権利」としての選挙権~ (前注(2 ) 149， 157-158頁，辻村『市民
主権の可能性」有信堂 (2002年)43頁，注6，杉原泰雄『同民全権の研究」岩波
書庖(1971年)156-159頁参照。ルソーが「国家が l万人のIfHとからなる場合に・
主権の 1万分の lの分前を持つJ(社会契約論)と述べる点については 個の主
権が (1万個の切片に)分割されるのではなく，(1万枚の薄いパイ皮のように分有
ないし共有され，全体に対する影響力を持つ)1"重畳的所有」の観念を用いて主権
者の参画による影響力を示していると捉えることで， 1"主権は分割されなL、」とい
うルソーの命題と組踊なく理解することができる，と考えている。
(17) 高橋和之「フランス憲法学説史研究序説(1)-(5)完J国家学会雑誌85巻い
2号-9・10号(1972年)，同「現代憲法理論の源流』有斐閣 0986年)，小島慎司
『制度と自由 モーリス・オーリウによる修道会教内規制法律批判をめぐって』
岩波書底 (2013年)参v.旬。
(8) 辻村前掲書(前注(2))125-133頁参照。
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フランス憲法学・政治学のなかで選挙権論について一定の統一的理解が形成さ
れるようになる。とくに， I国民の主権はフランス人民に属するJ0946年憲
法3条 l項)に示されたナシオン主権とプープル主権の折衷的理解の登場(前
者から後者への「傾斜」の進行)や男女の普通選挙権の確立，比例代表制の導
入等を背景に，選挙権の権利性を重視する傾向が認められ，選挙権公務説との
解釈論上の差異が自覚的に論じられた。例えば，強制投票制が選挙権公務説の
理論的帰結であることは， 1920年代後半のデュギーやオーリウの著書でも明
らかにされていたが，第四共和政期以降は，ヴデルのテキスト 0949年)や
デュヴェルジェ 0971年)， シャントブ 0978年)等において， Iナシオン主
権一選挙権公務説 制限選挙・強制投票制等の許脊J，Iプープル主権一選挙権
権利説一普通選挙・自由選挙(任意投票制)の要請Jという「ニつの体系」論
が一般的に論じられている(J九ここでは，前者の体系では選挙権得喪条件・
選挙制度・原則が立法裁量に委ねられるのに対して，後者の体系では(普通選
挙・任意投票制等も許容しうる反面)，選挙権の本質を「人民を構成する市民
の主権的な権利」と捉えることから，普通選挙制や自由選挙制が論理必然的な
帰結として要請される O
もっとも，第五共和制期のフランス憲法学では，主権論の「二つの体系」を
総合する傾向や，選挙権論における二元説的傾向が強まったことから，変容が
生じたことも否定できなL、。また，上記の「二つの体系」論を前提としつつも，
プープル主権論をルソーの「分有主権論」によって理解したうえでこれを批判・
否定する議論がデュヴェルジェなどにより多く存在したことも事実である。こ
れに対する反論はすでに指摘したところであるが，小島論文が近年のマニフェ
スト選挙や投票価値平等におけるプープル主権論の意義を認めつつも「権利説
(19) 辻村前掲書(前注(2))155-168頁， 186-188頁， L. Duguit， Traite de droit 
constitutionnel， 1.2， 3" ed. 1928， p.587; P. M. Hauriou， Precis de droit 
co附 titutionnel，1929， 2" ed. p. 567; G. Vede!， Manuel elementaire de droit 
constitutionnel， 1949， pp.144-145;M. Duverger， Institution tolitique et droit 
constitutionnel， 1. 1， 12" ed. 1971， pp. 100-103; B. Chantebout， Droit constitutionnel 
et science tolitique， 1978， pp. 598-599 
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には与しえなL、J(20)とする立場を表明した根底に，この議論に閲する批判があ
るとすれば，今後再論する必要があるであろう。
さらに，選挙制度論との関係では，フランス憲法学にも多くの課題が残存し
ている。例えば，第五共和制以前の選挙権論では，普通選挙制や自由選挙制
(任意投票制)との関係をこえて，投票価値平等(一票の格差)の問題を主権
論や選挙制度論との関係で論じることはあまりなかった。しかし， 1980年代
から憲法院による違憲審査が活性化されて以降， 1986年7月1・2日および同
年 11月18日の憲法院判決において，小選挙区2回投票制によって実施されて
いた国民議会選挙の定数配分・選挙区割りが人口比例を基準とすべきこと，許
容される較差は「一般利益Cinteretg白eral)Jの要請を考慮すべきこと，選
挙区人口は県平均から 20%事離してはならないことなどが判示された (2九こ
れによって，従来 10倍以上あった定数配分の最大較差が 3.59倍に縮小した。
その後， 2008年の国勢調査結果では 5.96倍に拡大したため， 2008年7月23
日の憲法改正後，同年 12月11日に改正法律が採択された。これについて憲法
院に提訴され， 2009年 1月8日に当該法律および必要的に審査が義務づけら
れた組織法律に関して，憲法院は平等選挙原則との関係で一部違憲判決を下し
た倒。
2009年の憲法院判決では，法的・事実上の状況変化すなわち「立法事実の
(20) 小島前掲「選挙権権利説の意義 プープル主権論の迫力J56頁。
(21) Decision nO 86-208 DC des 1-2 jui!let 1986， Decision nO 86-218 DC des 18 
novembre 1986.フランス憲法判例研究会編(辻村みよ子編集代表)rフランスの
憲法判例』信山社 (2002年)nO.40 C只野雅人執録〕参照。
(22) 2010年1月21日に採択されたオルドナンス承認法律については同年2月18日
判決が合憲判断を下した。 DecisionnO 2008-573 DC du 8 janvier 2009， Decision 
nO 2010-602 DC du 18 fevrier 2010.フランス憲法判例研究会編(辻村編集代表)
「フランスの憲法判例IT.l信山社 (2013年)no.36 C只野雅人執筆〕参照。なお，
憲法院は，元老院選挙にも人口比例原則を適用すべきことを明らかにしているが
CDecision nO 2000-431 DC du 6 jui!let 2000)，プランスでは，憲法上元老院は
「地域代表」であることが明示されているため，本稿ではこれに関する検討は割愛
する。同書IT，nO.37 C大山礼子執筆〕を参照されたい。
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変化」を理由に，各県最低2議席という規定を違憲と判断して「投票の前の平
等を最大限尊重」すべきことを示した(さらに人口比だけでなく選挙人数比を
も考慮しうるとした点を違憲とした(回l)。この結果，最大較差が2.4倍に縮小
したが，日本の衆議院選挙に関する「一人別枠方式Jを違憲とした最高裁判決
と類似の理論構成が得られたことが注目される。
こうして，フランスと日本では，ともに主権論・代表制論との理論的関係や
人口比・有権者数比との相瓦関係の論究が重要な課題となる。そこで以下では，
これらの論点を主権論・代表制論，選挙権の本質との関係で明らかにするため
に， 日本の選挙権論の展開をみた上で，投票価値平等訴訟の理論的課題につい
て検討することにしよう。
二 日本における選挙権輸の展開と課題
1 日本の選挙権輪の展開と課題
日本の憲法学における 180年代選挙権論争Jにおいて，選挙権の法的性格
をめぐる大日本帝国憲法下の学説状況が明らかにされた。すなわち，天皇主権
下では，選挙権は立法権の主体である天皇に協賛するための公務に他ならず，
制限選挙が確立された。憲法学界では，天皇主権に立脚する穂積八束説が公務
(23) 赤坂幸一「人口比例と有権者数比例の問Jは，人口比例原則と国民主権との聞の
理論的関係に関心を抱いて，第三共和制期の学説(ラフリエール)やドイツ連邦憲
法裁判所2012年1月31日判決の検討を行っている点で本稿の課題に即して興味深
い。詳細は別著で論じる以外にないが，私見では，ラフリエール等の公法学説は基
本的にナシオン主権論一選挙権公務説の系譜を前提に全国民代表の観念に依拠して
いるため，人口比例原則が基礎にならざるを得ない。もしプープル主権論一選挙権
権利説の系譜を前提にした場合には，有権者数比が前提になろう。但し，前述のよ
うに，前者の系譜は立法裁量によって後者の帰結の援用を許容するため，現実の法
制度では後者(有権者数比)の採用も不可能でなく，その理論的基礎が明示されて
ない場合は，いずれの主権・代表制論が基礎に置かれているか判明できないことに
なる。この論稿ではプープル主権・権利説の系譜への論究がないことが残念である
が，小島論文の出現と併せて，主権論・代表制論を踏まえた検討が進展することが
期待される。
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説，森口繁治説がラーパントらの権限説，美濃部達吉説が国家法人説の立場か
ら二元説を採用した。
日本国憲法の国民主権論のもとでも，清宮四郎説が，選挙権を「選挙に参加
することができる資格または地位」と解し， I参政の権利と選挙という公務に
参加する義務」との二元説を唱え，宮沢俊義説や芦部信喜説もこれを支持して
長く通説の地位を占めた(加。これに対して，野村敬造説はフランスの学説に
ならって，個人の権利と同時に社会的職務と解する二元説，林田和博説は，国
家意思の形成に参与する権利としての基本権としつつ「共同利益と個人利益が
不可分に絡み合っている」とする二元説を採用した間。
その後は，①「参政の権利と投票の義務」という二元説と，②同じ投票行為
に「権利と義務の性格を同時に認める」二元説とが併存した。このうち，②の
論理に対する批判が提示されるにつれて，次第に権利的性格が重視された。そ
こで「選挙人たる地位と投票行為の両方にわたる権利Jという意味で「代表を
選挙する権利」としての選挙権と権利行使の公務性を認める，権利説に近い二
元説が， 1980年代以降，野中俊彦・吉田善明教授らによって主張された (2610
この時期には権利一元説との差異などもかなり明確に論じられるようになった
反面，解釈論上の差異が大きくないことから，論争に実益がない，という形で
(24) 辻村前掲書(前注(2))170-173頁，清宮四郎『憲法要論(全訂版)J法文社
(1961年)152頁， liiH憲法1(第3版)J有斐閣 (]979"1'> 137頁，宮沢俊義『憲
法J(1950年)152見芦部信審『憲法と議会政制』東京大学出版会(1975年)282 
頁参照。
(25) 二元説の展開については，辻村前掲書(前注(2))174-177頁，加藤一彦「選挙
権論における「二元説」の意義」東京経済大学「現代法学J8号 (2005年)115頁
以下参照。
(26) 野中俊彦「選挙権の法的性格」清宮=佐藤=阿部=杉原編『新版・憲法演習3J
有斐閣(1980年)5頁。「両説の対立点が意外と小さLリという指摘は，野中=中
村=高橋=高見『憲法 1(第5版)J有斐閣 (2012年)537頁以下〔高見執筆〕で
も行われている。最近の若手研究者による検討として，大岩慎太郎「選挙権解釈再
考の可能性一一日本における選挙権解釈論の展開」青森法政論叢 14号 (2013年)
等がある。今日でも関心を引くテーマであり，一層の論究が必要であろう。
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の処理が園られる傾向があった。
また芦部説は，当初は「参政の権利と投票〔選挙〕の義務」という清宮説以
来の二元説によって公務的性格を認めていたが. 1980年代の著作では「選挙
という公務に参加する権利」という説明会行うようになり，選挙権権利説の立
場から疑問を提起された(27)0 I選挙(公務)に参加する権利」と解釈する見解
は，選挙権の本質を一元的に「権利」と解する選挙権権利説と同じものだから
である。すなわち，一般には，選挙権権利説は「権利一元説Jであって，公務
の性格を一切認めてないと解される傾向があったが，権利説においても「選挙」
自体については一定の社会的職務ないし公務的性格を全面的に否定できないこ
とを認めていた。それは，選挙が，選挙権者による権利行使の場であるにせよ，
特定時期に特定の場所で行使することが定められる点で，権利や自由の観点だ
けで説明することはできない(この意味で主権的権利に内在する制約がある)
からである。このことは日本国憲法47条で選挙に関する事項に立法裁量を認
めている点とも関連するが，この規定のもとでも，選挙を権利行使の集積と捉
える選挙権権利説では，不合理な立法裁鷺は認められず，必要最小限の制約に
とどめることが求められる。
2 選挙権権利説の問題提起と憲法学説の限界
このように. 1970年代後半から提示された選挙権権利説では，国民主権原
理の「人民(プープル)主権Jないし「市民主権J<28)論的な解釈を碁礎として，
選挙を主権行使のー形態として捉え，各選挙人(主権者〕の権利行使の集積と
(27) 芦部前掲(前注(24))r憲法と議会政J282頁では「参政の権利であり公務であ
る」とし，芦部(高橋補訂)~憲法(第 4 版H 岩波書庖 (2007 年) 247頁でも公務
的性格を認めているが，他方，芦部「憲法演習」有斐閣 0982年)67頁，同・新
版(1988年)72-74頁では「公務に参加する権利Jのように説明している。この点
は辻村「憲法(第3版)J日本評論社 (2008年)31頁参照。
(28) 人民を集合的に捉える「人民(プープル)主権」論とは異なり，人民を構成する
個々の市民に注目したものが「市民主権」論である。詳しくは，辻村前掲「市民主
権の可能性J(前浅(16) 165頁以下参照。
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して捉えている。ここでは，選挙において主権者(人民を構成する市民)は，
主権者たる地位によって主権行使に参加し，自己の意思と利益に基づいて選挙
(投票)を行う。この結果，投票行為は主権者個人の権利行使の場となり，選
挙権の権利の内容は，資格請求権，投票権，新人権などを合む公務員選定権
(選任権)であると解されるO さらに，選挙権を選挙における権利行使の全過
程に及ぶと解することから，立候補の自由(被選挙権)，選挙運動の自由，投
票へのアクセスの権利(在宅投票制，在外投票制等)，自由(任意)投票(棄
権の自由，強制投票制の否定).投票価値の平等，公正な当落決定過程・公職
就任の全過程に及ぶものと解される(四)。
ここでは，主権者の権利としての選挙権の行使は可能な限り自由・平等でな
ければならず，選挙権公務説や二元説の中で広範に認められてきた不合理な立
法裁量が制約されなければならないことが帰結される。
しかしながら，日本の選挙権論争では，上記のような理解についての誤解や
無理解からくる混乱が生じた。その論点の第 lは，権利の性格に関するもので
ある。選挙権権利説が「権利一元説」である点は間違いないにせよ，この権利
は主権者に認められた主権者としての権利であり.i人民(プープル)主権」
論では人民(市民の総体)の権利， i市民主権」論では主権者としての各市民
の権利として理解される。したがって，勿論，この権利はすべての人に帰属す
る自然権としての人権とは異なるものであり，この意味での基本的人権ではな
い。最高裁判決が，上記のように「選挙権が…最も重要な基本的権利の一つ」
としてきた点について，藤田宙靖判事は「最も重要な基本的人権の一つである
ζと自体は疑いがなL、」と表現したが，基本的権利と基本的人権の用法は区別
(29) 辻村前掲 ri権利」としての選挙権J(前注(2 ) 181ー198頁参照。
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すべきであろう側。選挙権権利説の立場では， 1789年フランス人権宣言にお
いて「人の権利」と区別された「市民の権利」として理解される。
第2点は，奥平教授によって問題にされた「内在的制約」論に関わる。選挙
権権利説では，主権的権利に内在する制約(権利行使の時や場所が予め制約さ
れていることなど)を意味していたが，奥平説は，これを基本的人権論上の内
在的制約と誤解したことが，論争に一層の混乱を招いた。
第3点は，選挙権論の射程ないし制度論との関連である。すでにみたように，
フランス憲法学においても，選挙権の権利性から普通・平等選挙や任志投票制
(棄権の自由)等が要請されることが明らかにされたが， 日本の最高裁は，
1976 <昭和 51)年違憲判決(後述)によって，選挙権が基本的権利であるこ
とを理由に，選挙権の平等もまた憲法上の要請であることを明らかにした。た
だし，選挙権権利説では，投票価値の平等の違憲審査基準について 1対 1を原
則として要請するのに対して，選挙権の公務性を承認する公務説や二元説では，
選挙制度に閲する立法裁量を根拠に l対 1からの講離を容認し得ることになろ
(30) 上記赤坂論文(前注(23))45頁注 22では，藤田宙靖『最高裁回想録J有斐閣
(2012年)107頁が選挙権を「基本的人権の一つであること自体は疑いがない」と
した点について疑問の余地があるとし，人権と基本権の区別の必要を指摘した。た
だ，ここでいう「基本権」はドイツ憲法学上，自然権に対して実定法上の権利を意
味する観念であると考えられるのに対して，フランス憲法学上では， 1789年宣言
(人および市民の権利宣言)以来，選挙権を人権と区別された「市民の権利」とし
て理解してきた。
これに対して， 日本の最高裁の 1976<昭和 51)年判決以来の「選挙権は…基本
的権利」という用法における権利の本質は必ずしも明らかで-はない。なお，最高裁
は，三井美唄炭鉱事件判決(1968<昭和 43)年 12月4日，刑集 22巻 13号 1425
頁)において，立候補の自由もまた， 15条 l項の保障する「重要な基本的人権の
ーっと解すべきである」と判示した。当時の学説・判例では，被選挙権を「公務員
になりうる資格Jと解してその権利性を認めてなかったのに対して，最高裁が立候
補の白由を人権と解したことは権利説の立場に近いものとして注目されたが，最高
裁が，被選挙権の本質を「立候補権(ないし立候補の日由)J中心に解していたか
どうか，また， 1""基本的人権」と「基本的権利」との関係をどのように理解してい
たかは定かではなL、。
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う則。高見教授は，二元説でも l対 lを理想、とするため権利説との聞に違い
はないと指摘するが側，この点は疑問であろう。従来の最高裁の判例理論や
多くの学説が I対 l基準説をとらずに l対2基準あるいはそれ以上の格差を容
認してきた根拠は，選挙制度についての広い立法裁最論であり，その根底には，
選挙権の本質を純粋に権利として捉えず，公務であることを根拠に人口比例原
則の後退・譲歩を容認し，権利を制約しうるものと解する理解があったと考え
られる。
(31) 選挙権権利説への批判論の中に「選挙権の法的性格論は，結局は，選挙権の定義
あるいはそれに盛り込む内容の違いに帰着する」という見解があり(野中俊彦「選
挙権論・再考」同「選挙権の研究」信山社 (2001年)30頁以下.49頁).これを
支持するものもある(浅野博宣「投票価値の平等について」安西文雄ほか「憲法学
の現代的論点(第2版)J有斐閣 (2009年)p.465頁)。野中説の批判にはすでに
拙稿〔前注(2).I選挙権論の『原点』と『争点』・再論 野中教授の批判に応え
てJで応答したが，権利としての本質から，単なる l人 l票原則を越えて主権者
の投票価値の平等も要請されると考えている。この点は.I選挙権は，概念上当然
に，相互に平等な内容を有するという意味を内包している」と解する高橋説(高橋
「立憲主義と日本国憲法(第2版)J有斐閣 (2010年)273頁および後注(37))と同
旨である。
(32) 野中=中村=高橋=高見前掲「憲法1(第5版)J538-539頁〔高見執筆〕参照。
このほか，選挙権の公務性を根拠に受刑者・成年被後見人等の権利制約を正当化す
る芦部説についても，二元説からくる制約を認める点で，権利説とは異なるものと
言える。芦部[高橋補訂]r憲法(第5版)J岩波書庖 (2011年)253頁参照。なお，
2000年の法改正によって旧来の禁治産者にかわる成年被後見人制度が導入された
後，その選挙権をはく奪する公職選挙法 1条l項を違憲無効とした 2013年3月
14日東京地裁判決をうけて同年5月31日に公選法が改正され，同年7月の参議院
選挙以降成年被後見人にも選挙権が認められた。これは，成年後見人制度が(政治
的意思決定能力の問題ではなく)財産管理能力を基準に設定された制度であったこ
とが主たる理由であった。他にも.2013年9月27日の大阪高裁判決は. I受刑者
の選挙権を一律に制限するやむを得ない理由があるとは百えなL、」として受刑者の
選挙権をはく奪する公選法の規定が，選挙権を保障した憲法15条l項や4条など
に違反するとの初判断を示した。 ζれらの動向は，選挙権の権利性を重視する傾向
の現れであるといえるが，詳細は，別稿で検討する予定である。
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なお，最高裁判決では， 1955 <昭和30)年2月9日判決(刑集9巻2号217
頁)においてすでに選挙権を「国民の最も重要な基本的権利の一つ」と述べ，
1976 <昭和51)年4月14日最高裁判決(民集30巻3号223頁)で投票価値
の平等を憲法上の選挙権平等原則の規範的要請と解したことから，少なくとも
投票権の本質を権利として提えてきたことが示唆される。しかし実際には，い
わゆる非人口的要素の容認や合理的期間論の活用によって広い立法裁量を認め，
緩やかな違憲審査基準論を採用してきた。ほかにも種々の論点が存在するため，
次に投票価値平等をめぐる訴訟の展開をふまえて理論的課題を検討しよう。
三投票価値平等訴訟における判例理論の展開と課題
1 衆・参両院の議員定数不均衡訴訟の展開と諜題
1947年の衆・参議院議員選挙法， 1950年公職選挙法など戦後初期の選挙法
では，中選挙区制ドで各選挙区の人口に基づいて議員定数が配分され，議員 l
人当たり人口の最大較援も衆議院では 1対2未満(1947年選挙時には l対
1.51) ，参議院では l対2.62であった。その後定数不均衡が拡大して 1962年参
議院選挙時に最大較差l対4.09(選挙人数比)になったことに対して最初の選
挙無効請求訴訟が提起されたが， 1964年2月5日の最高裁判決は， I立法政策
の当否の問題」であるとして合態とした。
しかし， 1976 <昭和51)年4月14日最高裁判決は，初めて「投票価値の平
等も憲法の要求するところ」であると認め， 1972年衆議院選挙時の 1対4.99
の最大較差(選挙人数比)をもっ定数配分規定を違憲とした。審査基準として，
①政策的裁量を考慮に入れてもなお合理性を有すると雷えない程度に達してい
たこと，②憲法上要求される合理的期間内における是正がされなかったこと，
という 2つの基準を用いて違憲性を認定したが，選挙の効力については， I事
情判決の法理」を用いて本件選挙を有効とした。また 1985<昭和60)年7月
17日最高裁判決(民集39巻5号 1100頁)も l対4.40(同上)について違憲
判決を下したが， 1対2.99について合憲と解したことから概ね l対3程度の許
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容基準が推察されるなど，違憲基準が不明確なままとなった刷。さらに，選
挙無効訴訟の当事者適格や違憲判断の根拠規定，可分論・不可分論，非人口的
要素を容認する「公正かっ効果的な代表」閣の問題等について理論的な課題が
残った。
参議院については， 1983 <昭和 58)年4月27日最高裁判決(民集37巻3
母345頁)が，二院制下の選挙制度の合理性や半数改選制・偶数定数制のほか，
都道府県代表としての性格などを理由に人口比例原則の譲歩・後退を導いて l
対5.26の最大較差(選挙人数比，以下同様)を合憲とした。その後は 1994
〈平成6)年まで定数是正されず最大較差が l対6.70に及んだが， 1996 <平成
8)年9月 1 日判決(民集50巻8号2283頁)は最大較差 l対6.59について
初めて違憲状態と断定し，合理的期間論によって最終的に合憲と判断した。
2000 <平成 12)年の定数是正後， 2004 <平成 16)年 1月 14日， 2006 <平成
18)年 10月4日， 2009 <平成21)年9月30日の 3つの最高裁判決は，それ
ぞれ最大較差 l対5.06，5.l3， 4.86の不均衡を合態と判断したが，いずれも
5-6名の裁判官が違憲の立場から反対意見を述べるなど，厳しい判断が続い
た。
選挙人数の最大較差が l対5.0になった 2010年選挙について， 2012 <平成
24)年 10月 17日判決(判時2166号3頁)が，従来の判断枠組みを踏襲しつ
つも投票価値の平等を重悦し，紋大較差 l対5の不均衡を違憲状態と判断した。
この判決では，従来の l対6基準説を否定する結果になったものの具体的な許
容基準は明示せず， I合理的期間」についても(その語を用いないままに)約9
カ月間では「国会の裁量権の限界」内で違憲とはいえないと述べるにとどまっ
(3) 定数訴訟の展開については，辻村「衆議院議員定数不均衡事件」石村修=浦田一
郎=芹沢斉編「時代を刻んだ憲法判例』尚学社 (2012年)208頁以下，辻村前掲書
(前注(2 )214頁以下参照。
(34) 人口比例原則を緩やかに解し人口の少ない過疎地灰への較差拡大を正当化する論
理として用いられたアメリカの代表理論。本稿では検討は割愛するが，芦部前掲
(前注(24)r憲法と議会政J528頁，最近の論稿では，浅野前掲「投票価値の平等
についてJ(前注(31))p.458頁以下参照。
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た。また，二院制下の参議院選挙制度の合理性など「参議院の独自性」を重視
していた従来の判例理論とは異なって，衆参両院の制度を「同質的な選挙制度」
と指摘し，憲法上の要請を半数改選制に限定する立場から立法裁量論を後退さ
せ，投票価値平等を重視した。その背景には， 1制度と社会の状況の変化J，と
くに次に見るような衆議院選挙に関する最高裁2011<平成23)年判決(下記)
における 2倍基準論など，投票価値平等の厳格化傾向があった(35)。
2 衆議院小選挙区比例代表制並立制下の判決の展開
1994年公職選挙法改正による並立制導入後は，衆議院小選挙区選出議員選
挙では「議員定数不均衡訴訟Jではなく，選挙灰聞の投票価値不平等の原因と
なった 1人別枠方式J(選挙区数の決定に際して，予め各都道府県に lを配
当したのちに人口比例して配分する方式)の合憲性が争われた。衆議院議員選
挙区画定審議会設置法(区画審設置法)で最大較差l対2未満を基本とする骨
が定められたことに反して， 1対2に収めることができなくなったからである。
これに対して最高裁は， 2011 <平成23)年3月23日大法廷判決(民集65巻2
号755頁)で最大較差 l対2.304(2009年8月31日総選挙時，選挙人数比)
の不均衡をもたらした 1人別枠方式」について初めて「違憲状態」と判示し
た(但し，合理的期間論により合憲判決)。
しかし，次の 2012年 12月16日総選挙が， (0増5減による緊急是正と l人
別枠方式の廃止を決めただけで新たな区割りが行われず)連憲状態の旧区割り
のまま実施された。これについて，全国の 16の高裁判決のうち 2件が違憲無
効， 12判決が違憲， 2件が違憲状態と判断した(合憲判断は皆無であった)。
とくに 2013年3月25日の広島高裁判決では，明確に選挙の違憲を認定すると
もに事情判決を避けて初めて選挙を無効とした。ここでは伝法府の怠慢に司法
の我慢が限度を突破したとして全体について違憲と断定したが，判決の個別的
(35) 辻村「参議院における議員定数不均衡訴訟」長谷部恭男・石川健治・宍戸常寿編
『憲法判例百選I(第6版)J有斐閣 (2013年)332-333頁参照。
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効力の原則から，当該広島 1区と 2区の選挙についてのみ無効とし，当選無効
については区割画定審議会が招集された 2012年 1月27日から l年後〔同年
1月26日〕までに選挙制度の抜本的な是正措置が取られなかった場合に無効
となるとして将来効判決の手法ぞ採用した。
ついで，翌3月26日広島高裁岡山支部が下した判決では，選挙を違憲とし
たうえで， 1無効判決確定により，当該特定の選挙が将来に向かつて失効する
ものと解するべきである」として即刻無効と述べて，選挙やり直しを求める判
決を言い渡した。ここでは，前記 1976年最高裁判決の岡原昌男裁判官以下5
名の反対意見が採用した「可分論」ではなく，選挙を一体として捉えた上で，
個別的効力説にたって当該選挙区の選挙のみを無効とした。
ところが，上告審の 2013<平成25)年 1月20日最高裁大法廷判決では，
2.43倍の最大較差を違憲状態と断定しつつも，安易な合理的期間論を採用して
請求を棄却した。このため，各界から判決の「後退」が批判されることになっ
た(36)。
3 残された理論的課題と高橋説の問題提起
以上のように， 1960年代からの投票価値平等訴訟 (1一票の格差」訴訟)は，
参議院については今日まで議員定数不均衡訴訟(定数訴訟)として，衆議院で
は1994年の小選挙区制導入までは定数訴訟として，導入後は 1人別枠訴訟」
として争われてきた。
最高裁の判例理論の問題性については，衆議院についての上記 1976<昭和
51)年最高裁違憲判決後において，すでに高橋教授等によって種々の指摘がな
されていた問。
(36) 辻村「比較のなかの改憲論一一日本国憲法の位霞J岩波新書 (2014年)21頁以
下， 20日年1月21日の朝日新聞・読売新聞における福田博元最高裁判事，川人
貞史・高橋和之教授らのコメント参照。
(37) 重要な理論的論点を指摘した論稿として，高橋和之「定数不均衡違憲判決に関す
る若干の考察J法学志林74巻4号 (197年)79頁以下参照。
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(1 ) 平等権か選挙権か
第 1の論点は，公職選挙法204条の「選挙無効訴訟」として争われてきた投
票価値平等訴訟の違憲性の根拠が，憲法 14条の平等権違反なのか，それとも，
15条の選挙権侵害なのか，という点にあった(制。これは， (a)公選法204条の
適用， (b)定数配分規定違憲論の根拠規定， (c)違憲判断の指標(最大較差か，平
均値からの格差か)などの解釈にも差異をもたらすことになった。
(a) 公選法204条を定数配分規定違憲訴訟に適用できるかどうかに関しては
当初から議論があったが， 1976年最高裁判決多数意見は「国民の基本的権利
を侵害する闇権行為に対しては，できるだけその是正，救済の途が聞かれるべ
き」であるという救済的観点から， 1議員定数配分規定が選挙権の平等に違反
することを選挙無効の原因として主張することを殊更に排除する」ことが当を
得た解釈ではないと判断した。この論点については，高橋教授が指摘したよう
に，①公選法204条を民衆訴訟と解して定数配分の違憲を主張する場合 (1平
等原則説J)は具体的権利侵害を主張することは求められず，憲法14条もしく
は44条が援用されるのに対して，⑨民衆訴訟ではなく具体的権利の救済を主
張する場合 (1平等権説J)は原告と他の選挙区との差別を問題とすることにな
る，という差異が生じるはずである。さらに，③定数不均衡問題を選挙権とい
う具体的権利の侵害と解する立場 (1選挙権説J)では， 15条 l項が援用され
ることになり，投票価値不平等についての原告の主張も異なってくる。これら
のうち，最高裁の立場は当初は必ずしも明瞭ではなかったが， 1983 <昭和58)
年 1月7日判決(民集37巻9号 1243頁)以後，①の立場であることがほぼ
判明した。これに対して， 1976年判決の上記岡原裁判官等の反対意見は②の
立場，高橋説ない私見(選挙権権利説の立場)は③として理解することになろ
う(四)。
(b) 根拠規定について， 1960年代からの定数配分違憲訴訟では，上記の論
(38) 高橋前掲論文(前注(37))80頁以下参照。
(39) 高橋「定数不均衡訴訟に関する判例理論の現況と問題点」法学教室42号(1984
年3月号)95頁以下参照。学説の命名も高橋教授のものである。
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点には深入りせずに，提訴者は憲法 14条の視点(上記①の立場)からのみ論
じ，選挙権の権利としての本質には言及してこなかった(，九学説は，通説の
14条説(芦部説等)のほか， 15条 l項説(辻村説，高橋説)， 43条説(樋口
説)(ペ 44条説(長尾説)(42)などが主張されたが，最高裁は，これらの区別や
相Eの関係を明らかにすることなく， I憲法 14条， 15条 l項・ 3項， 44条但
書」を列挙した。
これに対して高橋説は， I個人の選挙権は，最初から相互に価値が等しいも
のとして概念化されているのであるから，個々の選挙権の価値は当然平均値に
等しいもののはずである。ゆえに，…平均値から大きく偏たる価値をもっ選挙
権が与えられるなら，それは選挙権そのものの侵害だということになるJ州と
指摘する。ここでは当該選挙区と平均値との比較が基本になると解して⑥説を
採用しているようである。しかし， 15条 l項を根拠と解する点では私見と一
致する反面，その根拠についてルソーの主権論を「分割主権」として解する点
(前述)，および，権利説の帰結として平均値指標説を導く点は必ずしも一致し
ていなL、。高橋説では，岡原裁判官等の反対意見が 15条根拠説・平均値指標
説・可分論を関連づけて採用したことをもって， 15条根拠説と，平均値指標
説・可分論が必然的な関係にあると解しているようにみえるが，この点は再検
討の余地があろう(後述)。
(c) 違憲判断の指標について， 1960年代以降の原告代理人(越山弁護士等)
たちは，アメリカやドイツの訴訟を参照して， ('対最大格薫(議員一人あたりの
有権者数の最大値と最小値との比)， (イ)議員一人あたりの有権者数の平均値か
(40) 辻村前掲「衆議院議員定数不均衡事件J(前桟(33))石村他編『時代を刻んだ憲
法判例J208頁以下参照。越山康，山口邦明弁護士等の弁護団は，アメリカの判例
等も参照して一貫して憲法 14条1項違反を主娠してきた。
(41) 樋口l場一「違憲審査における積極主義と消極主義一一衆議院議員定数配分の途憲
判決に即してJ判例タイムズ 337号 12頁(同『司法の積極性と消極性』勤草書房
1978年所収)。
(42) 長尾一紘「選挙に関する憲法上の原則(下)JLaw School No. 14 (1979年)95 
頁以ード。
(43) 高橋前掲論文(前注(37))83頁。
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らの平均偏差， (:ウ)議員総定数の最小過半数を選出するに要した最少有権者数の
有権者総数に占める比率という， 3種の指標を提示していた。これに対して
1976 <昭和51)年段高裁判決多数意見では，議員一人当たり選挙人数と全国
平均値土の偏差および最大較蓑を問題にしたが，岡原裁判官他の反対意見では，
ドイツの例(平均値から上下33.3%以内を合憲とする)やアメリカの少数意見
の例(10-15%を超えない偏差を合憲とする)などを指摘したうえで，千葉一
区の選挙人数を全国平均値と比較して違憲と判断し， ["必然的に他のすべての
選挙区全部について違憲の暇班を来すものとは考えなL、」として可分論の立場
を採用した。ここでは，選挙区全体を違憲とする不可分論の立場を取らず，定
数の一部是正も可能であるとする可分論に立って平均的な多数の選挙区につい
ては違憲としない(選挙無効の判決が確定した当該選挙区についてのみ議員が
資格を失う)と解することで， ["事情判決」を回避できると考えたようである。
このような岡原裁判官等の反対意見は，多数意見と同様，憲法 14条， 15条
l・3項， 44条但書を根拠に「選挙権平等の要求に反し違態の暇庇がある」と
述べていたが，高橋説の上記⑨の平等権説の立場と思われ，③権利説であると
は断定できない。また， 15条根拠説(③選挙権説)の帰結が平均値指標説と
必然的に結びっくかのような見解はとれないであろう刷。
なお学説は，上記3種のげ)の指標のみでは単純に失するため(イ)・(ウ)を併用す
るほうがより合理的とするものもあったが(45) 後述のように「不可分諭」を
前提にするのであれば，論理的には，平均値からの偏差を問題にするのではな
く，最大較差の指標を用いることが妥当となろう。
また，許容される較差の基準については，学説の多くが芦部説(46)にならっ
(4) 雨橋前掲論文(前注(37)， 1977年)80頁では反対意見を⑧の権利説で瑚解して
いるが，前掲論文(前注(39)，1984年)97頁では②(ないし⑤「無意識的にであ
るが選挙権説的発想をとったJ)と記されている。
(45) 芦部「議員定数配分規定違憲判決の意義と問題点」ジュリスト 617号 0976年)
44頁。
(46) 芦部後掲『憲法訴訟の現代的展開』有斐閣(1981年)325頁，同前掲「憲法(第
5版)J(前注(32))139頁参照。
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て1対2を基準としているが， I一人一票原則」の反対解釈を整数比にする必
然性はなく，選挙権が主権者の権利である以上，可能な限り l対lに近っ・ける
ことが憲法上要請されるといわざるをえない。とすれば，たとえ l対2以下で
も，その合理性が立証されない限り連憲問閣は生じうると考えるのが妥当であ
ろう (4九ただし，アメリカで最大較差 l対1.04にすぎないテキサス州法(連
邦議会選挙)や， 1対1.3のフロリダ州法(州議会選挙)が違憲とされた厳格
審査の例を引用する場合には，その訴訟形態の差異(アメリカでは現行規定の
違憲宣言と次回選挙の差止命令が求められるのに対して，日本では，過去の選
挙の違憲無効が求められる)について十分認識しておく必要がある。さらに可
分論・不可分論の議論に関わる点についても，高橋教授の指摘の意義は大きい
と言える (48)。
(2) 可分論か不可分論か
第2の論点は，可分論・不可分論の問題であり，これは， (a)違憲判決の効力
以外にも， (b)訴訟の形態や当事者適格について，軍要な差異をもたらすことに
なる。
(a) 違憲判決の効力に関して問題になった「可分論Jは，上記の 1976<昭
和 51>年4月14日最高裁判決岡原裁判官等の反対意見のように，同判決多数
意見が採用した「事情判決」の援用を回避したいという意図に出たものであっ
た。ところが違憲判決後も国会が党利党略を優先して定数是正を患ったため，
前記 1983<昭和 58)年 11月7日最高裁判決反対意見や 1985<昭和 60)年7
月17日最高裁判決少数意見以降，将来効判決等の可能性が繰り返し示唆され，
選挙無効をも辞さないとする傾向が強まった。
(47) 高橋「議員定数配分の不平等」奥平康弘=杉原泰雄編「憲法学 4~ 有斐閣(1976
年)115頁，関前掲論文(前注(39)，1984年) 100 頁，長谷部恭男「憲法(第 5 版)~
新世社 (2011年)171頁ほか参照。なお，訴訟代理人のうち越山康，山口邦明弁護
士らは当初から「投票価値は…一対一以外は原則として平等とは考えられない…」
と主張していた(判例時報984号32頁など参照)。
(48) 高橋前掲論文(前注(37))88頁以下参照。
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こうして，衆議院小選挙区制導入後の 1人別枠訴訟」では，前述のように
2013 <平成25)年3月25・26日の広島高裁・同岡山支部判決で選挙無効判決
が出現した。従来の公選法別表末尾の定数配分規定の違憲性を争う訴訟では，
当該選挙区の定数配分の変更は全体の配分に影響するため， 1976年最高裁判
決多数意見が指摘したように不可分一体と捉える方が適切と考えられた。これ
に対して，いずれの選挙区も定数が lである小選挙区選挙では，定数配分規定
全体の連憲性は問題にならないことから，理論的には「可分論」で対応可能と
なると考えられる。しかし実際には，公選法上の別表は〔従来の定数配分規定
にかわってJ1選挙区及び議員定数の定め(~、わゆる「区割規定J)J とされ，
投票価値平等の確保が選挙区割全体に依拠する点で不可分一体のものとして捉
えられている。そのため，判例も従来どおり不可分論に立っており，初めて違
憲無効判決を下した 2013<平成25)年3月26日の広島高裁岡山支部判決(片
野裁判長)(49)も， 1区割規定」が不可分一体をなすとして不可分論に立ったう
えで，違憲判決の「個別的効力」論を前提として当該選挙区の選挙だけを無効
としfこ。
これに対して，基本的に中選挙区制で実施されている参議院選挙区選出議員
選挙の定数配分規定不均衡訴訟の場合は，従来通り定数配分規定の不可分性が
前提となる。 2012<平成24>年 10月17日の最高裁「違憲状態」判決(民集66
巻 10号3357頁)をうけて， 2013 <平成25)年7月の参議院選挙についてす
べての選挙阪について訴訟が提起された後，広島高裁岡山支部判決(片野裁判
長)は同年 1月28日に違憲無効判決を下した。ここでも，上記同年3月26
日の衆議院に関する違憲無効判決と同じ論理を用いて不可分論を前提に当該選
挙区の選挙が将来に向かつて失効する，と判断した。
(b) このように，司法府が不可分論を採用してきた背景には，投票価値不平
(49) 2013 <平成25)年3月25日広島高裁判決，周年3月26日広島高裁岡山支部判
決(裁判所ウェプサイト， TKC法律情報データベース)，辻村「人権をめぐる十五
講一一現代の難問に挑む」岩波書底 (2013年)244頁，辻村前掲書(前注(36))211 
貰参照。
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等の指標について最大較差を使用することで，当事者適格を広く認める論理が
あると考えられるo すなわち， 1976 <昭和51)年違憲判決直後から高橋教授
らによって問題提起されてきた当事者適格論については，不可分論を前提に，
不均衡が平均的ないしは比較的小さな(一票の価僚が比較的意い)選挙区の選
挙人を含め， [一票の重みが最も重い選挙区を除き〕すべての選挙区からの提
訴が可能とされていた。衆議院選挙に関する上記広島高裁岡山支部2013<平
成25)年3月26日判決でも，原告が属する当該岡山第3区と高知県3区(議
員一人当たり選挙人数の最も少ない過大代表区)との較差は， 1対1.412で2
倍未満であったが，岡山 2区の選挙も違憲無効とされた。参議院に関する同年
1月28日判決でも，岡山県選挙区と鳥取県選挙区との較差は l対3.27で最大
較差 l対4.77よりは小さかったが，全体として違憲の破班を帯びるため無効
とされた(印)。もともと救済的意味を持って公選法204条を適用してきた本件
訴訟においては，当事者適格を広く認めることができる不可分論が採用された
ことは妥当であったと言える。しかし今後は，その訴訟類型も含め，投巣価値
平等を厳格に確保するための立法的解決方法についても検討する必要があろう。
おわりに
本稿で概観したように， 1970年代後半から日本の憲法学界で展開された
「選挙権論争」は， 1976 <昭和51)年衆議院議員定数違憲判決後の理論展開と
相まって，今日まで多くの論点について議論を誘発してきた。当初は，選挙権
の法的性格や投票価値平等の問題が国民主権や代表制に関わることの認識が殆
どなかったが，この論争を機に，少なくとも憲法学界では主権論・代表制論と
選挙権論との理論的関係が意識されるようになったと言える。
そして， 40年近い年月を経て，広島高裁岡山支部判決のような違憲無効判
(50) 2013 <平成25)年 1月28日広島高裁岡山支部判決(裁判所ウェプサイト，
TKC法律情報データベース)参照。
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決がようやく出現した。その背景には，近年の一人一票実現をめざす市民運動
や選挙による政権交代の実現などの要因がある。憲法学界では，逆に主権論・
選挙権論が停滞し，選挙権権利説にも理解不足が残った点については当事者と
しての責任も禁じ得なL、。しかし， I国民主権を実質的に保障するためには，
国民の多数意見と国会の多数意見が可能な限り一致することが望まれる。…国
政選挙における投票価値の平等は，国民主権・代表民主制の原理及び法の下の
平等の原則から導かれる憲法の要請であるJ(広島高裁岡山支部 20日〈平成25)
年11月28日判決)と明ポして選挙の無効にまで踏み込んだ裁判例が出現した
ことは，一歩前進と言えるであろう。
最高裁や憲法学界・政治学界を含めて，広範な視点から 70年代以降の主権
論争・選挙権論争の意義を再び問い直し，今後の民主主義・悶民主権の実現の
ための投票価値平等の重要性ぞ再認識する理論的な営みをさらに深化させなけ
ればならなL、。
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